
　東日本大震災から11ヵ月。
今も33 万人が避難生活で
す。消費税大増税は被災し
た人々にも襲いかかり、10％
で岩手、宮城、福島３県へ
の増税額は5300 億円。３
県民の住民税合計 4050 億
円よりはるかに巨額です。

医療費無料化を冷たく拒否
　福島県は放射能被ばくの不安に応えるため、18 歳
以下の医療費無料化を求めてきました。費用はわず
か 90 億円。しかし野田政権はこれを拒否しました。
一方、民主党が懐に入れている政党助成金は168 億
円。日本共産党の市田忠義書記局長は参院代表質
問で「こんな冷たい政治はない」と厳しく批判しました。
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※日本共産党は
　以上の見解を
　発表しました。
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公約破りの暴走STOP 日本共産党

【お願い】お手数ですが、この署名はお近くの日本共産党事務所やお
知り合いの日本共産党員にお届けいただくか、日本共産党国会議員団近
畿ブロック事務所へファクス（０６-６７６４-９１１５）いただければ幸いです。

署名にご協力下さい

   氏   名            住         所

日本共産党日本共産党日本共産党日本共産党（（（（                                            支部部支部支支部））））    

消費税１０％へのアップと
社会保障の切り捨て中止を求める請願
衆議院議長 殿
参議院議長 殿 ２０12 年　　月　　日

【請願趣旨】
　国民のくらしと営業は、長引く不況と円高に加え、東日本大震災、福島原発事故のもと、か
つてない深刻な状況にあります。こうしたなか、民主党政権は、「社会保障と税の一体改革」と
称して、社会保障の連続改悪をすすめながら消費税の税率をいまの２倍の１０％にしようとしてい
ます。これは、過去に類のない最悪の「消費税増税と社会保障の一体改悪」に他なりません。
　消費税率を10％にすれば、家計や個人消費が冷え込み、いっそう景気が悪化することは明
らかです。社会保障改悪では、年金支給額の切り下げや支給開始年齢の引き上げ、定率の医
療費窓口負担にくわえた新たな定額の負担増などが計画されており、国民のいのちと健康を根
底から脅かします。
　社会保障の財源は、「聖域」をもうけず歳出のムダを削減すること、負担能力に応じた税・
社会保険料で賄うという応能負担の原則をつらぬいて確保すべきです。
　以上の趣旨にそって、私たちは次のことを強く求めます。

【請願事項】
１ 　68 歳や 70 歳への年金支給開始年齢の引き上げや、医療費の窓口負
　　担増など、社会保障の切り捨てをやめること
２ 　消費税の大増税計画を中止すること
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